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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第２四半期連結
累計期間

第70期
第２四半期連結
累計期間

第69期
第２四半期連結
会計期間

第70期
第２四半期連結
会計期間

第69期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 108,413 85,264 54,544 47,704 181,554

経常損益（百万円） △1,122 △2,012 △1,473 336 △14,619

四半期（当期）純損益（百万円） △581 △1,935 △686 598 △19,987

純資産額（百万円） － － 31,013 6,269 9,135

総資産額（百万円） － － 143,253 111,332 117,641

１株当たり純資産額（円） － － 109.21 21.63 31.77

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円）
△2.06 △6.86 △2.43 2.12 △70.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 21.5 5.5 7.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,323 6,356 － － △2,851

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,551 △2,491 － － △10,121

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,014 △5,548 － － 10,014

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 9,249 6,805 9,039

従業員数（人） － － 11,678 8,949 10,132

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第70期第２四半期連結累計期間、第69期第２

四半期連結累計期間、第69期第２四半期連結会計期間及び第69期は、四半期（当期）純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。第70期第２四半期連結会計期間は、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人）     8,949

　（注）　従業員数は、就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人）     1,429

　（注）　従業員数は、就業人員であります。

　

EDINET提出書類

クラリオン株式会社(E01814)

四半期報告書

 3/32



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

　　　当第２四半期連結会計期間

　　　 (自　平成21年７月１日

　　　  至　平成21年９月30日）　　

前年同四半期比（％）　

自動車機器事業 34,282 △7.3

特機事業 1,095 △3.1

その他の事業 2,001 △26.8

合　　計 37,379 △8.5

　（注）１．上記金額は平均販売価格で算定しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当社グループは受注生産を行っておりません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

　　　当第２四半期連結会計期間

　　　（自　平成21年７月１日

　　　　至　平成21年９月30日）　

　前年同四半期比（％）　

自動車機器事業 42,874 △9.2

特機事業 1,872 △37.4

その他の事業 2,956 △31.9

合　　計 47,704 △12.5

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 割合 金額（百万円） 割合

  ％  ％

Ford Motor Company  1,910 3.5 7,290 15.3

　 　 ％ 　 ％

日産自動車(株)　 3,443 6.3 6,938 14.5

  　    ％ 　　 ％　

カルソニックカンセイ(株)　 6,827 12.5 4,329 9.1

　　　　　　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　　　

　

３【経営上の重要な契約等】

　　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府による自動車、家電の購入促進策及び減税等の内需刺激策に

より個人消費に回復傾向が見られましたものの、本格的な回復に向けてはまだ力強さに欠けております。失業率は依

然として5％台の高水準となっており、雇用と設備の過剰感と円高基調のなか企業業績の回復は弱含みで推移してお

ります。

　欧米の先進国においても同様の景気刺激策が実施されておりますが、景気回復のスピードは遅く、失業率は10％に近
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づいており消費マインドは継続して低迷しております。一方、アジアにおいては、特に中国では政府による消費刺激策

で『汽車下郷』『家電下郷』などの自動車、家電の買い替え及び購入支援策が内需拡大に寄与しております。

　当社グループの関連する自動車業界は、各国の自動車購入支援策により自動車販売は回復の兆しを呈しているもの

の、支援策の終了も相次いでおり、先行きの自動車販売回復には不透明感があります。

　このような市場環境のもと当社は、前年に事業基盤強化実行委員会を立ち上げ、事業構造改革に向けた活動を継続し

ております。これによる固定費削減効果は現れており、さらなる変動費低減活動の強化に取り組んでおります。　

　当第２四半期連結会計期間における業績につきましては、一部国内オプション市場でのキャンペーン施策が奏功し、

また、前年より米州において納入が開始されましたＯＥＭ(相手先ブランドによる生産）市場の一部で売上が拡大い

たしましたが、国内外自動車メーカーの新車販売台数の前年比割れを背景として、日本及び欧州を中心に販売減少と

なりました。国内外の市販市場におきましても販売価格の低下と競争激化による販売数量の減少が依然として続いて

おります。その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は477億4百万円（前第２四半期連結会計期間は545億44百万

円）となりました。

　損益面につきましては、固定費削減に努めてまいりました結果、当第２四半期連結会計期間は3億85百万円の営業利

益（前第２四半期連結会計期間は12億26百万円の営業損失）を計上し、大幅な増益となりました。また、為替差益（前

第２四半期連結会計期間は為替差損）の計上等により営業外損益の改善がはかられ、当第２四半期連結会計期間は3

億36百万円の経常利益（前第２四半期連結会計期間は14億73百万円の経常損失）となりました。特別損益につきまし

ては顧客からの開発費の一部回収5億28百万円、固定資産売却益71百万円等、特別利益6億36百万円を計上、特別損失を

48百万円計上いたしました。さらに法人税等を控除し、当第２四半期連結会計期間では5億98百万円の四半期純利益

（前第２四半期連結会計期間は6億86百万円の四半期純損失）となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

①自動車機器事業

　当社グループのコア事業であるカーナビゲーション・カーオーディオ・カーマルチメディア機器等の自動車機器事

業は、一部国内オプション市場でのキャンペーン施策による増販及び米州におけるＯＥＭ市場の一部で売上の拡大は

ありましたが、国内外自動車メーカー及び市販市場における販売減少により、当第２四半期連結会計期間の売上高は

428億74百万円（前第２四半期連結会計期間は472億16百万円）となりました。

　損益面につきましては、固定費の削減効果により、当第２四半期連結会計期間の営業利益は3億9百万円（前第２四半

期連結会計期間は17億34百万円の営業損失）と黒字転換がはかられました。

　

②特機事業

　業務車両用ＡＶ機器、観光・路線バスでのオートガイドシステムやバスロケーションシステム、ＣＣＤカメラ等車両

周囲確認ＴＶシステム機器及びドライブレコーダー機器等の特機事業は、ＯＥＭ市場への納入減少及び市販市場での

販売数量減少等により、当第２四半期連結会計期間の売上高は18億72百万円（前第２四半期連結会計期間は29億90百

万円）となりました。

　損益面につきましては、売上の大幅減収により、当第２四半期連結会計期間の営業利益は1億14百万円（前第２四半

期連結会計期は5億11百万円の営業利益）となりました。

　

③その他の事業

　その他の事業は、ＥＭＳ（Electronics Manufacturing Service ： 電子機器受託製造サービス）事業を米州及び欧

州を中心に展開しておりますが、車両生産の大幅減少にともない、主に自動車用メーター基板等の受注が減少したこ

とにより、当第２四半期連結会計期間の売上高は29億56百万円（前第２四半期連結会計期間は43億38百万円）となり

ました。

　損益面につきましては、売上高減収及び顧客からの厳しい価格要求等により、当第２四半期連結会計期間は38百万円

の営業損失（前第２四半期連結会計期間は3百万円の営業損失）となりました。　
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所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

①日本

　国内経済は、中国経済の回復を背景にアジア向け輸出が増加し、これまで不振であった欧米向け輸出も回復傾向にあ

り、緩やかながら上昇に転じたものの、完全失業率が過去最悪に迫る水準にあるなど、雇用や所得環境の悪化には歯止

めがかからない状況にあります。

　業績につきましては、このような環境下において、国内オプション市場でのキャンペーン施策により一部販売増はあ

りましたが、当第２四半期連結会計期間の売上高は269億89百万円（前第２四半期連結会計期間は332億30百万円）と

なりました。

　損益面につきましては、販売費及び一般管理費の削減効果はありましたものの、販売数量の減少、市販市場における

販売価格の低下等により、当第２四半期連結会計期間は2億9百万円の営業損失（前第２四半期連結会計期間は6億74

百万円の営業損失）となりました。

　

②米州

　米国経済は、景気対策の効果で個人消費などに底入れ感が見られるものの、雇用情勢は厳しく失業率は依然として

10％目前の高水準にあり、米国の実体経済の悪化の深刻さが浮き彫りになっております。７～９月の米国自動車販売

は、７月下旬より政府による新車への買い換え支援策は導入されたものの、前年同期比で10％の減少となっておりま

す。

　業績につきましては、前年より納入が開始されましたＯＥＭ市場での新規商権が順調に売上を拡大したことにより、

当第２四半期連結会計期間の売上高は143億60百万円（前第２四半期連結会計期間は123億80百万円）となりました。

　損益面につきましては、顧客からの厳しい価格要求による販売価格の低下等がありましたが、増収効果及び販売費及

び一般管理費の削減により、当第２四半期連結会計期間の営業利益は7億3百万円（前第２四半期連結会計期間は92百

万円の営業損失）と大幅な増益となりました。

　

③アジア・豪州

　アジア諸国は二極化の様相を呈しております。中国を除くアジア主要国の経済成長率は、昨年秋以来の経済危機を受

け、最悪の状態は脱しつつあるもののＧＤＰの伸び率は軒並みマイナス成長にあります。一方、中国のＧＤＰ成長率は

昨年及び１～３月期は前年同期比で鈍化傾向にありましたが、４～６月では前年同期比7.9％増と景気は回復基調に

あります。上半期の中国における新車販売台数は小型車の自動車取得税減税等の施策もあり、米国を抜いて世界一と

なりました。

　業績につきましては、当第２四半期連結会計期間の売上高は29億33百万円（前第２四半期連結会計期間は36億54百

万円）となりました。

　損益面につきましては、販売費及び一般管理費の削減効果はありましたものの、販売数量の減少影響及び生産台数の

減少により、当第２四半期連結会計期間は14百万円の営業損失（前第２四半期連結会計期間では90百万円の営業利

益）の計上となりました。

　

④欧州

　欧州経済は、一部の国で実質ＧＤＰ成長率がプラスに転じておりますが、回復力は弱く、中・東欧諸国は総じて深刻

な経済状態が続いております。ドイツ・フランス・イタリア等では環境対応の政府補助金制度が奏効し、新車登録台

数が14ヶ月ぶりに前年同月実績を上回るなど個人消費の一時的な回復は見られましたが、ユーロ圏では失業率が10年

ぶりに9％台まで上昇し、雇用悪化にともなう個人消費の落ち込みが懸念されております。

　業績につきましては、自動車市場の縮小によるＯＥＭ顧客への販売の減少、各国市販市場での販売の不振等により、

当第２四半期連結会計期間の売上高は34億20百万円（前第２四半期連結会計期間は52億78百万円）となりました。

　損益面につきましては、販売費及び一般管理費の削減はありましたものの、売上高が大幅に減少したことにより、当

第２四半期連結会計期間は28百万円の営業損失（前第２四半期連結会計期間は1億12百万円の営業損失）となりまし

た。

　

なお、上記所在地別セグメントの売上高は外部顧客に対するものであります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は68億5百万円（前第２四半期連結会計期間末残高

は92億49百万円）となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、売上債権の増加等による支出はありましたが、税金等調整前四

半期純利益の計上、たな卸資産の減少及び仕入債務の増加等による収入により、106億15百万円の収入（前第２四半期

連結会計期間は13億86百万円の収入）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、生産設備等の有形固定資産及びソフトウェア等の無形固定資

産の取得による支出、並びに短期貸付金実行による支出等で22億78百万円の支出（前第２四半期連結会計期間は21億

83百万円の支出）となりました。その結果、フリー・キャッシュ・フローは83億36百万円の収入（前第２四半期連結

会計期間は7億97百万円の支出）となり、91億33百万円の改善がはかられました。

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有利子負債の圧縮等により、74億76百万円の支出（前第２四半

期連結会計期間は6億3百万円の収入）となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、23百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 450,000,000

計 450,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 282,744,185 282,744,185

東京証券取引所

大阪証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 282,744,185 282,744,185 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
　　　　数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 282,744 － 26,100 － 2,667
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内1丁目6-6 179,815 63.60

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社
東京都中央区晴海1丁目8-11 9,625 3.40

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社
東京都港区浜松町2丁目11-3 5,729 2.03

JPモルガン証券株式会社　　　　　　　　
東京都千代田区丸の内2丁目7-3　東京ビル

ディング
2,898 1.02

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 2,429 0.86

資産管理サービス信託銀行株式会社
東京都中央区晴海1丁目8-12　晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟
2,349 0.83

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュ

リティーズ（ジャパン）リミテッド

東京都千代田区丸の内1丁目9-1　グラント

ウキョウノースタワー
2,061 0.73

クラリオン従業員持株会 埼玉県さいたま市中央区新都心7-2 1,477 0.52

三菱UFJ証券株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目4-1 1,350 0.48

ソシエテジェネラルセキュリティー

ズノースパシフィックリミテッド
東京都港区赤坂1丁目12-32　アーク森ビル 1,161 0.41

計 ― 208,894 73.88

　（注）　　信託銀行各社の持株数には、信託業務に係る株式数17,703千株が含まれております。　
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

758,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

280,903,000
280,903 －

単元未満株式
普通株式

1,083,185
－ －

発行済株式総数 282,744,185 － －

総株主の議決権 － 280,903 －

(注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株（議決権の数12個）含まれて

　　　　　おります。

 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

クラリオン株式会社
文京区白山５－35－

２
758,000 － 758,000 0.3

計 － 758,000 － 758,000 0.3

　（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数 1

個）あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

平成21年
５月

平成21年
６月

平成21年
７月

平成21年
８月

平成21年
９月

最高（円） 115 111 108 105 101 103

最低（円） 52 85 91 77 89 80

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。　

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,051 9,386

受取手形及び売掛金 27,485 25,382

商品及び製品 12,074 14,396

仕掛品 1,270 1,731

原材料及び貯蔵品 8,277 8,985

その他 7,475 7,081

貸倒引当金 △430 △403

流動資産合計 63,204 66,561

固定資産

有形固定資産 ※1
 25,578

※1
 27,215

無形固定資産

のれん 6,842 7,345

その他 10,118 10,844

無形固定資産合計 16,960 18,189

投資その他の資産 ※2
 5,589

※2
 5,674

固定資産合計 48,128 51,079

資産合計 111,332 117,641

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 28,128 22,786

短期借入金 3,824 21,085

未払法人税等 843 698

賞与引当金 1,422 1,322

製品保証引当金 1,104 1,175

その他 12,459 15,694

流動負債合計 47,782 62,761

固定負債

長期借入金 44,373 32,410

退職給付引当金 9,572 9,226

役員退職慰労引当金 273 288

製品保証引当金 363 747

その他 2,697 3,071

固定負債合計 57,280 45,744

負債合計 105,063 108,506
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 26,100 26,100

資本剰余金 2,669 2,669

利益剰余金 △14,077 △12,141

自己株式 △118 △117

株主資本合計 14,573 16,510

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 94 △134

繰延ヘッジ損益 △6 △5

土地再評価差額金 812 812

為替換算調整勘定 △9,375 △8,224

評価・換算差額等合計 △8,474 △7,552

少数株主持分 169 176

純資産合計 6,269 9,135

負債純資産合計 111,332 117,641
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 108,413 85,264

売上原価 91,172 74,257

売上総利益 17,240 11,006

販売費及び一般管理費 ※
 17,747

※
 12,799

営業損失（△） △506 △1,792

営業外収益

受取利息 91 36

受取配当金 22 7

持分法による投資利益 157 16

為替差益 － 291

その他 233 182

営業外収益合計 504 534

営業外費用

支払利息 322 379

為替差損 393 －

特許関連費用 195 113

その他 207 261

営業外費用合計 1,119 754

経常損失（△） △1,122 △2,012

特別利益

固定資産売却益 17 155

開発費メーカー負担確定額 － 528

クレーム対策費用戻入益 386 －

サービス費メーカー負担確定額 257 －

環境対策費用戻入益 247 2

その他 177 87

特別利益合計 1,086 775

特別損失

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 27 51

たな卸資産評価損 78 －

投資有価証券評価損 22 －

事務所移転費用等 － 34

原状回復費用 － 15

その他 6 0

特別損失合計 135 104

税金等調整前四半期純損失（△） △171 △1,341

法人税、住民税及び事業税 545 642

法人税等調整額 △140 △48

法人税等合計 405 594

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △0

四半期純損失（△） △581 △1,935
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 54,544 47,704

売上原価 46,807 40,628

売上総利益 7,737 7,075

販売費及び一般管理費 ※
 8,963

※
 6,690

営業利益又は営業損失（△） △1,226 385

営業外収益

受取利息 41 17

受取配当金 2 0

持分法による投資利益 83 7

為替差益 － 135

その他 129 131

営業外収益合計 257 293

営業外費用

支払利息 155 209

為替差損 128 －

特許関連費用 115 －

その他 105 131

営業外費用合計 504 341

経常利益又は経常損失（△） △1,473 336

特別利益

固定資産売却益 11 71

開発費メーカー負担確定額 － 528

クレーム対策費用戻入益 386 －

サービス費メーカー負担確定額 257 －

環境対策費用戻入益 247 2

その他 70 32

特別利益合計 972 636

特別損失

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 4 29

投資有価証券評価損 22 －

原状回復費用 － 15

その他 5 0

特別損失合計 33 48

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△534 924

法人税、住民税及び事業税 285 356

法人税等調整額 △136 △30

法人税等合計 149 326

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2 △0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △686 598
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △171 △1,341

減価償却費 3,788 3,989

のれん償却額 467 458

持分法による投資損益（△は益） △157 △16

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △25

投資有価証券評価損益（△は益） 22 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △98 50

退職給付引当金の増減額（△は減少） 233 352

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19 △15

製品保証引当金の増減額（△は減少） △98 △416

受取利息及び受取配当金 △113 △43

支払利息 322 379

為替差損益（△は益） △25 △99

固定資産売却損益（△は益） △17 △153

固定資産除却損 27 51

売上債権の増減額（△は増加） 7,308 △2,630

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,716 3,161

仕入債務の増減額（△は減少） △2,632 5,808

その他 △1,984 △2,277

小計 2,175 7,231

利息及び配当金の受取額 140 43

利息の支払額 △309 △386

法人税等の支払額 △682 △532

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,323 6,356

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △240 －

定期預金の払戻による収入 42 118

有形固定資産の取得による支出 △2,365 △1,580

有形固定資産の売却による収入 61 370

無形固定資産の取得による支出 △1,983 △1,008

投資有価証券の取得による支出 △13 △36

投資有価証券の売却による収入 － 202

貸付金の回収による収入 1,912 1,533

貸付けによる支出 △1 △2,088

その他 37 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,551 △2,491

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,152 △5,392

長期借入れによる収入 12,000 12,200

長期借入金の返済による支出 △10,225 △12,082

リース債務の返済による支出 △65 △272

自己株式の取得による支出 △6 △1

配当金の支払額 △564 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,014 △5,548

現金及び現金同等物に係る換算差額 △72 △549

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,313 △2,233

現金及び現金同等物の期首残高 12,563 9,039

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 9,249

※
 6,805
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　連結の範囲に関する事項の変更  (1) 連結の範囲の変更

　㈱ザナヴィ・インフォマティクスは第１四半期連結会計期間において当

社に吸収合併しております。　

  (2) 変更後の連結子会社の数　

　23社 

　　

　

  

【表示方法の変更】

　　　　　　　　　当第２四半期連結累計期間　

　　　　　　　　　（自　平成21年４月１日　

　　　　　　　　　　至　平成21年９月30日）

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「投資有価証券の売却による収入」については重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記する

こととしました。なお、前第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる

「投資有価証券の売却による収入」は0百万円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度に使用し

た将来業績予測やタックス・プランニングを利用しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、主に当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、48,350百万円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、46,829百万円で

あります。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額　 ※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 　41百万円　 投資その他の資産 41百万円

　　　　　　　　　　　────── 　３　受取手形割引高　　　　　　　　　　  227百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 4,836百万円

賞与引当金繰入額 370 

退職給付費用 294 

役員退職慰労引当金繰入額 32 

荷造運賃 1,954 

広告宣伝費 899 

給料手当 4,014百万円

賞与引当金繰入額 454 

退職給付費用 295 

荷造運賃 1,389 

広告宣伝費 383 

貸倒引当金繰入額 55　

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料手当 2,404百万円

賞与引当金繰入額 219 

退職給付費用 149 

役員退職慰労引当金繰入額 6 

荷造運賃 962 

広告宣伝費 489 

給料手当 1,943百万円

賞与引当金繰入額 223 

退職給付費用 155 

荷造運賃 736 

広告宣伝費 216 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

（百万円）

（平成21年９月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 9,493

預入期間が３か月を超える定期預金 △244

現金及び現金同等物 9,249

 

現金及び預金勘定 7,051

預入期間が３か月を超える定期預金 △246

現金及び現金同等物 6,805

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  282,744千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  758千株
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
自動車機器
事業

（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 47,216 2,990 4,338 54,544 － 54,544

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － －       (－) －

計 47,216 2,990 4,338 54,544 (－)　 54,544

営業利益又は営業損失（△） △1,734 511 △3 △1,226 (－) △1,226

 

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
自動車機器
事業

（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 42,874 1,872 2,956 47,704 － 47,704

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － (－) －

計 42,874 1,872 2,956 47,704 (－) 47,704

営業利益又は営業損失（△） 309 114 △38 385 (－) 385
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
自動車機器
事業

（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 95,022 5,490 7,899 108,413 － 108,413

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － (－) －

計 95,022 5,490 7,899 108,413 (－) 108,413

営業利益又は営業損失（△） △1,588 973 108 △506 (－) △506

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
自動車機器
事業

（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 76,477 3,359 5,428 85,264 － 　　 85,264

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － (－) －

計 76,477 3,359 5,428 85,264 (－) 85,264

営業利益又は営業損失（△） △1,985 142 50 △1,792 (－) △1,792

　（注）１．事業区分の方法

製品の種類、機能的特性、用途等の類似性に基づき区分しております。

２．各事業区分の主要な製品

(1）自動車機器事業カーナビゲーション、カーオーディオ、カーマルチメディア機器及びこれらの周辺機器

(2）特機事業 業務車輌用ＡＶ機器、運行管理システム、ＣＣＤカメラ等車両周囲確認ＴＶシステム機器

(3）その他の事業 ＳＳ無線機器、携帯電話、ＥＭＳ事業、その他

３．会計処理の方法の変更

前第２四半期連結累計期間

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３　(1)　に記載のとおり、当社及び国内

連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間の営業損失は自動

車機器事業が125百万円増加しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）　

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３　(2)　に記載の通り、第１四半期連結

会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）が適用されたことに伴い、従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間の営業損

失は、自動車機器事業が0百万円増加しております。　

４．追加情報　

前第２四半期連結累計期間　

(有形固定資産の耐用年数の変更）　

　「追加情報」に記載の通り、当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間よ

り、機械装置の耐用年数を見直しております。これにより従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間にお

いて、自動車機器事業の営業損失が38百万円増加し、特機事業の営業利益が4百万、その他事業の営業利益が0百

万円それぞれ減少しております。　
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）

アジア・
豪州

（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
33,23012,3803,654 5,27854,544 　　　－　 54,544

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
9,735 347 10,520 147 20,751(20,751) －

計 42,96612,72814,1755,42675,296(20,751) 54,544

営業利益又は営業損失（△） △674 △92 90 △112 △788 (437) △1,226

 

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）

アジア・
豪州

（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
26,98914,3602,933 3,42047,704 　　　－　 47,704

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
10,557 210 4,830 123 15,722(15,722) －

計 37,54714,5717,763 3,54463,426(15,722) 47,704

営業利益又は営業損失（△） △209 703 △14 △28 451 (66) 385

　

EDINET提出書類

クラリオン株式会社(E01814)

四半期報告書

24/32



前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）

アジア・
豪州

（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
66,14023,1527,24311,875108,413 － 108,413

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
18,800 631 20,852 240 40,524(40,524) －

計 84,94023,78428,09512,116148,937(40,524) 108,413

営業利益又は営業損失（△） △651 10 262 36 △341 (165) △506

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）

アジア・
豪州

（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
47,40225,8075,311 6,74385,264 － 85,264

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
18,257 429 8,736 185 27,609(27,609) －

計 65,65926,23714,0476,929112,873(27,609) 85,264

営業利益又は営業損失（△） △1,844 791 △267 △437 △1,758 (34) △1,792

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル

(2）アジア・豪州：オーストラリア、中国、台湾、マレーシア、フィリピン

　(3）欧州：ドイツ、イギリス、フランス、ハンガリー

３．会計処理の方法の変更

前第２四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３　(1)　に記載のとおり、当社及び国内

連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間の営業損失は日本

が125百万円増加しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）　

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３　(2)　に記載の通り、第１四半期連結

会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）が適用されたことに伴い、従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間の営業利

益は、アジア・豪州が4百万円減少し、欧州が3百万円増加しております。

４．追加情報　

前第２四半期連結累計期間

(有形固定資産の耐用年数の変更）　

　「追加情報」に記載の通り、当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間よ

り、機械装置の耐用年数を見直しております。これにより従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間の営

業損失は、日本が42百万円増加しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 12,381 8,243 3,926 24,551

Ⅱ　連結売上高（百万円）             54,544

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 22.7 15.1 7.2 45.0

 

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 14,364 3,422 3,180 20,967

Ⅱ　連結売上高（百万円）             47,704

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 30.1 7.2 6.7 44.0

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 23,154 16,495 8,042 47,691

Ⅱ　連結売上高（百万円）             108,413

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 21.4 15.2 7.4 44.0

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 25,814 6,745 5,754 38,314

Ⅱ　連結売上高（百万円）             85,264

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 30.3 7.9 6.7 44.9

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル、ベネズエラ

(2）欧州：ドイツ、イギリス、フランス

(3）その他の地域：オーストラリア、中国、韓国、台湾、マレーシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

　その他有価証券で時価のあるものについて、当第２四半期連結会計期間末において著しい変動はありません。　

 

（デリバティブ取引関係）

　　　　当第２四半期連結会計期間末において、著しい変動はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。　

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。　　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

 21.63円  31.77円

 

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△）　 △2.06円 １株当たり四半期純損失金額（△） △6.86円

　なお、潜在的株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、四半期純損失であり、また、潜在株式が存在　　　　　　

しないため記載しておりません。

　なお、潜在的株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（百万円） △581 △1,935

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △581 △1,935

期中平均株式数（千株） 282,177 281,990

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △2.43円 １株当たり四半期純利益金額 2.12円

　なお、潜在的株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額（△）   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △686 598

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）

（百万円）
△686 598

期中平均株式数（千株） 282,167 281,987
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（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　　　当第２四半期連結会計期間末において著しい変動はありません。　

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月７日

クラリオン株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 川井　克之　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 山﨑　隆浩　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 大内田　敬　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式会社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クラリオン株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

  四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更3(1) に記載されているとおり、会社は第１四半　　　期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月９日

クラリオン株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 川井　克之　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 山﨑　隆浩　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 大内田　敬　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クラリオン株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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